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1.不苦手踊諜初経営の尉兄

平成5年3月8日

制土j齢制院所

(委託者泊諮捕、国土庁)

アンケート司誼をもとにl月1日時点の不毅産業D経営の卵兄について不説産業期泊競士許戚Lへ

業種毎の経営の卵兄を見てみると、住宅・窃船穣業は-63. 6、不忍産揃監さは-63.3と経

営の樹肪濯いとする見かたカ多いのに対し、ピル賃貸業は-22.9と他の業種ほどではなし、し

かし、 3ヶ月前との上蹴及び3ヵ月後の眉重しについては、ピル賃貸紛えそれぞ机 -31.3、

-43. 8と他の業種と比べて、美智肋潤色している、今後も悪化するとの見かたが多い。概して、

住諸・智的譲業及ひ守萄産流通期本経営の府肪濯吋織のまま推移しているとの掘齢渉く、

ビソ陪号諜については経営の掬肪漉くなっていくi願呈にあるとの橋脚多いといえる(表ト1)。

表1-1荷産業製油撒について (5年l月1日時尉

経営の樹兄 経営の樹兄 経営の思量し

(現tR，) (3 ヶ月前と比~.て) (3ヶ月後)

住子百・割船譲業 -6 3. 6 - 9. 1 - 2. 3 

ビル賃貸業 -22. 9 -31. 3 -43. 8 

不忍産iftt品業 -63. 3 -1 8. 8 - 8. 7 

不設産業車雪崩撒併誠対去については以下のとおり。

!不鼓産業戴兄t撒=
{偉いとする巨階数X2十やや良いとする回答掛

一(やや惑いとする回答数十惑いとする回答数X2)}/2/全回答数x1 0 0 

注河鼓産業製油謎j(l立、回答の全てか経営の府見を良いとする場合+100を示し、

回答の全てか糧営の樹見を悪いとする場合は-100を示す。



(参考)蒋躍動期兄に隠するアンケート髄齢結果について

表1-2 1経営の樹兄iこついてj (醐眠内は自治ω)

良い やや良い 部重 やや悪い 惑い

位諸・智船穣業 2 ( 3. 0) 1(1.5) 4(6.1) 2 9 (43.9) 3 0 (45.5) 

ピル賃貸業 1(4.2) 2 ( 8.3) 7 (29.2) 1 3 (54. 2) 1 ( 4. 2) 

不忍歯裕酷き o ( O. 0) 1(1.6) 1 0 (15. 6) 2 4 (37. 5) 2 9 (45. 3) 

表1-313ヶ月前と比べfこ経営の樹兄についてJ

良くなった ??良く主った 変わらない や穂く批 悪くなった

住諸・割蹴譲業 l( 1. 5) 6 (弘1) 4 6 (69.7) 6(9.1) 7 (10. 6) 

ビル賃貸業 。(0.0) o ( O. 0) 1 0 (41. 7) 1 3 (54. 2) l( 4. 2) 

不毅歯満車是 o ( 0.0) 4 ( 6.3) 3 9 (60.9) 1 4 (21. 9) 7 (10. 9) 

表1-413ヶ月後の経営の周重しについて」

良くなる ??良くなる 変わらない 予穂くなる 悪くなる

住宅・智樹穣業 2 ( 3. 0) 9 (13. 6) 4 4 (66.7) 6 ( 9.1) 5 ( 7.6) 

ピル賃貸業 。(0.0) o ( 0.0) 8 (33. 3) 1 1 (45. 8) 5 (20.8) 

不忍産B髄諜 o (仏ω1 4 (22.2) 3 2 (50.8) 9 (14. 3) 8 (12.7) 
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2.業闇uの蹴甘・販売捌犠動向等
(υ住宅・窃起業蝶
住箔・窃世分譲業D蹴:~併設の動向については、古棚と比べて糊順匂にあるとする回答が全体

て納3割あり、蹴糊向にあるとする医搭納2剖よりも若干多い。在嘉手敬の動向について比

東京圏で閥均 5留めえ力荻歯て~(揃 3 ;1!1め満期と比べて拠欄句にあるとしている。販売!蹴の動

向については、古欄と比べて上昇傾向にあるとする回答はなく、全体の半数以上料配下傾向にある

としている俵2-1)。

裁-1 住宅・割:tlJ.)j穣業の榔兄について

蹴桝数 在庫戸数 日防欄齢動向

区分 n i (j) i (2) i (3) 計(1)i (2) i (3) 計(j)! (2)! (3) 
増様i減:減!横地 上:変:低

方日ばi 少 i 少iば加 昇i わi下

傾い:傾:傾:い傾 傾i ら:傾

圏域 向向:向向:向1 な向

い

実数 141! 4 4 j 6 5 j 3 2 I 140 j 6 3 ! 5 9 j 1 8 I 68 j 0 j 3 2 j 3 6 
全体

% 1 ! 31. 2: 46.1 : 22.71 : 45.0: 42.1 :12.9147.1: 52..9 

実数 70 i 2 0 i 4 1 i 9 I 68 i 3 2 i 3 1 i 5 I 34 i 0 i 2 0 i 1 4 
東京圏 一一i一一ー・

% I : 28. 6 : 58. 6 : 12.91 : 4'7.1:45. 6: 7. 41 : 58.8 : 41.2 

実数 27: 1 1 : 1 0: 6 1 27: g: 1 3: 5 1 15 : 0: 5: 1 0 

ガ坂圏 ~T 一一 4…0.7一 3ー7. 0 ! 22. 2 I ! 33. 3 ! 48. 1 ! 18. 5 I!  33. 3 ! 66. 7 
住1) 1業制えマンション、戸建て、封色のそれぞれについて巨浴したものを合計してい

るため、項目によっては回答蜘ザンケート回収数を上回ってし、出始がある。

2)東京圏:茨城県埼B思千葉民東鵡川帳)11民
対朗幹鵡開、対閥、見事思奈良県(表2-2について向補。
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.(2)ピル賃貸事業

空室の樹兄については吉棚と上ドて輔副頃向にあるとする巨搭が全歯切加害L東京圏及E欣

l阪圏でl揃 5割ある。蹴等斡4の動向こついて!;t.東蔚習においてl揃 3翻満期と上れて値下傾
向にあるとしており、他の蝉或においては全首概と変わらないとする回容である(表2-2)。

裁-2 ビル賃貸業の樹兄について

安室の槻兄 臓慣草4の動向
区分

計(!)! (2) : (3) 計(!): (2)!. (3) 

減横;増 上変j低
少ば:加 昇わ:下l

傾い!傾 傾i ら!傾

圏域 向 i 向 向!な向

~ 

票数 36: 1: 20: 151 15: 0: 13: 2 

全体

%1 2.8 ! 55.6!41.71 ! 86.7目 13.3

'・

実数 18: 0: 8:101 6: 0・ 4: 2 
東京圏 ーーー…~. ...... -1-... . _. . i 
% 1 : 44. 4 : 55. 6 1 : 66. 7 : 33. 3 

実数 101 11 41 51 51 01 51 0 

対掴

% 1 : 10. 0 : 40. 0 : 50. 0 1 : 100 

住:1:業献え名掛或について回答しているため、項目によっては回答蜘fアンケ

一ト回収数を上回っている場合がある。

4 



(3)不動産流通業

三大都市密及び地方主要都市を 33地域に区分し、中古マンション、中古戸建住宅及び

土地の取引量及び取引価格の前月と比較した動向を、平成4年 10月から 12月について

整理すると次のとおりである。

①取引量の動向

1)売却依頼

各物件とも、 10月及び11月は横ばいの地域が多いが、 12月は減少傾向の地域

が大幅に増えている。

2)購入依頼

中古マンション及び中古戸建住宅については、 10月から 12月まで横ぱいの地域

が多いが、 12月は減少傾向の地域が大幅に増えている。土地については、 10月及

び11月は横ばいの地域が多いが、 12月は減少傾向の地域が大幅に増え、減少傾向

の地域が多くなっている。

3)成約

中古マンション及び中古戸建住宅については、 10月から 12丹まで横ばいの地域

が多いが、 12月は減少傾向の地域が大隔に増えている。土地については、 10月は

横ばいの地域が多いが、 11月及び 12月は減少傾向の地域が多くなっている。

②取引価格の動向

中古マンションについては、 10月から 12月まで横ばいの地域が減少傾向の地域を

若干多くなっている。中古戸建住宅及び土地については、 11月にやや下落の地域が大

幅に増え、 11月及び12月はやや下落の地域が多くなっている。

注:地域区分

東京臨 12地域名古屋圏 :4地域大阪圏:1 3地域地方主要都市 :4地域
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*地域数:33 

表2-3売却依頼の動向

¥¥  増加している地域 横ぱいの地域 減少している地域10月 11月 12月 10月 11月 12月 10月 11月 12月

中古マンション 1 2 2 23 22 13 9 9 18 

中古戸建住宅 1 。1 27 26 19 5 7 1 3 
土 地 。1 。23 24 1 6 10 8 17 

表2-4購入依頼の動向

¥¥  増加している地域 横ばいの地域 減少している地域10月 11月 12月 10月 11月 12月 10月 11月 12月

中古マンション 2 4 4 25 24 16 6 5 13 

中古戸建住宅 2 1 2 27 29 19 4 3 12 

土 地 1 2 1 24 20 13 8 11 19 

表2-5成約の動向

¥¥  増加している地域
横ばいの地域 減少している地域

10月 11月 12月 10月 11月 12月 10月 11月 12月

中古マンション 3 O 2 20 25 19 10 8 12 

中古戸建住宅 1 1 1 25 2 6 21 7 6 11 

土 地 O 1 2 24 15 13 9 17 18 

表2-6取引価格の動向

¥¥  上昇 やや上昇 横ばい やや下落 下落

10m ml12R 10m 11RI m 1Dn111Rll2R 10~1 l1R1 m 10RI ml12R 

中古マンション 。。。。。。17 19 18 13 14 14 3 。1 
中古戸建住宅 。。。。。。17 8 11 15 24 21 1 1 1 
土 地 。。。。。。12 6 10 19 24 20 2 3 3 

日



(参考)

調査の概要

1.目的

本調査は、不動産市場の動向、業況等について、的確かっ迅速に把握することにより、

建設・国土行政に資することを目的とする。

2.調査対象
三大都市圏及び地方主要都市において不動産業を営む業者を対象lこ、不動産業の業種

(住宅・宅地分譲業、ビル賃貸業、不動産流通業)、事業規模(大手業者、中小業者)等

を考慮して、 240業者選定した。

3.調査時期

毎四半期(1月、 4月、 7月、 10月)

4.調査項目

①経営の状況

②取引状況等(成約状況、取引価格の状況等〕

5.調査方法

郵送法によるアンケート調査

6.調査機関

建設省及び国土庁の委託を受けて、財団法人土地総合研究所(理事長 石原舜介)が調

査を実施。

なお、不動産流通業に係る取引状況等については、建設省の委託を受けて財団法人土地

総合研究所が実施している「不動産価格動向調査(モニター調査)Jより引用。

(参考)今回のアンケート回収率は次のとおり。

対象数 回収数

住宅・宅地分譲業 112 67 
ビル賃貸業 28 24 
不動産流通業 100 64 
計 240 155 

7 

回収率

59.8% 
85. 7% 
64.0児
64.6% 

問合せ先

(財)土地総合研究所

稲野透、岩永

岱03(3583)239f


